
 

 

京都大学複合原子力科学研究所原子炉設置変更承認申請書（臨界
実験装置の変更）に関する審査の結果の案の取りまとめについて

（案） 
 

令和 3 年 2 月 17 日 

原子力規制委員会 

 

１． 経緯  

国立大学法人京都大学（以下「京都大学」という。）の京都大学複合原子力

科学研究所臨界実験装置（ＫＵＣＡ）は、昭和 47 年 8 月 6 日に運転を開始し

た臨界実験装置であり、平成 28 年 5 月 11 日に新規制基準に適合させるため

の原子炉設置変更承認申請が承認され、平成 29 年 6 月 20 日から運転を再開

している。 

京都大学から原子力規制庁に対して、令和 2年 11 月 25 日に、上記申請に係

る原子炉設置変更承認申請書のうち添付書類 10 の「運転時の異常な過渡変化」

の解析のうち「実験物の異常等による反応度の付加」について、評価における

想定の誤りがあったとの報告がなされた。本件については、令和 2 年 12 月 9

日の第 44 回原子力規制委員会で報告済み。 

京都大学は、原子炉施設保安規定に定めた品質保証における不適合事象とし

て、不適合管理、是正処置、予防処置を進め、また、原子炉施設保安規定第 6

条に定めた原子炉安全委員会（令和 2年 12 月 21 日に実施）において、発生原

因と再発防止の取り組みについて審議し、とりまとめたとしている。（参考３） 

この取り組みを踏まえ、令和 2 年 12 月 24 日に、京都大学から、核原料物

質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 166 号。以

下「原子炉等規制法」という。）第 26 条第 1 項及び第 76 条の規定に基づき、

京都大学複合原子力科学研究所原子炉設置変更承認申請書（臨界実験装置の変

更）（令和 3年 2月 8日に一部補正）の申請がなされた。 

このため、原子力規制庁は、本申請について、核燃料施設等の新規制基準適

合性に係る審査会合（令和 3年 1月 18 日）において確認した。 

 

  

資料１ 
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２．申請の概要  

京都大学は、以下（１）から（３）の措置を講ずることから、反応度が異常

に投入されることがなくなり、「運転時の異常な過渡変化」の解析のうち「実

験物の異常等による反応度の付加」について、評価事象から削除するとして

いる。（参考４） 

（１）燃料体に貼り付ける又は軽水減速炉心の燃料板の間に挿入する照射物は、

使用しないこと。 

（２）ドップラ係数の測定等に利用するパイルオシレータについては、使用する

実験物が装置内で有意に動かないように固定すること。 

（３）軽水減速炉心の中性子束の測定等のために炉心に装荷する検出器を挿入

する挿入管は、炉心に反応度が加わらない場所に設置すること。 

 

３．審査結果の案の取りまとめについて  

原子力規制委員会は、本申請について、審査会合等において審査を進めてき

たところ。原子炉等規制法第 26 条第 4項において準用する同法第 24 条第 1項

各号のいずれにも適合しているものと認められることから、別紙１のとおり審

査の結果の案を取りまとめることとし、原子力委員会及び文部科学大臣の意見

を聴くこととする。 
 

４．原子力委員会への意見聴取  

原子炉等規制法第 26 条第 4 項において準用する同法第 24 条第 2 項の規定

に基づき、別紙２のとおり同法第 24 条第 1 項第 1 号に規定する許可の基準の

適用について原子力委員会の意見を聴くこととする。 

 

５．文部科学大臣への意見聴取  

原子炉等規制法第 71 条第 1 項第 3 号の規定に基づき、別紙３のとおり文部

科学大臣の意見を聴くこととする。 
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６．科学的・技術的意見の募集  

試験研究用等原子炉施設に係る審査書案に対する意見募集については、施設

が有するリスクの大きさを考慮し、試験研究用等原子炉施設のうち最も出力が

高いナトリウム冷却炉である常陽について実施することが決定している。その

他の試験研究用等原子炉施設については、リスクの観点から科学的・技術的に

重要な判断が含まれる場合には、審査書案の意見募集を行うことがあり得ると

している。（参考５） 

今回の申請に係る審査書案を取りまとめるに当たっては、 

（案の１の場合）：審査書案に対する科学的・技術的意見の募集を行う。 

（案の２の場合）：審査書案に対する科学的・技術的意見の募集を行わない。 

 

７．今後の予定  

（案の１の場合） 

原子力委員会及び文部科学大臣への意見聴取の結果並びに審査書案に対す

る科学的・技術的意見の募集の結果を踏まえ、原子炉等規制法第 26 条第 1 項

及び第 76 条の規定に基づく当該設置変更承認申請に対する承認の可否につい

て判断を行う。 

（案の２の場合） 

原子力委員会及び文部科学大臣への意見聴取の結果、基準の適用や承認する

ことについて特段の意見がなければ、原子炉等規制法第 26 条第 1項及び第 76

条の規定に基づく設置変更の承認を、文書管理要領別表第 3(1)事項番号 22 に

より原子力規制庁長官の専決処理により行うこととする。また、専決処理結果

については、他の専決処理案件を含め、報告を受けることとする。（参考２） 
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別紙１ 京都大学複合原子力科学研究所 原子炉設置変更承認申請書（臨界実験

装置の変更）の核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

に規定する許可の基準への適合について（案） 

 

添 付 京都大学複合原子力科学研究所 原子炉設置変更承認申請書（臨界実験

装置の変更）に関する審査書（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規

制に関する法律第２４条第１項第２号（技術的能力に係るもの）、第３

号関連）（案） 

 

別紙２ 原子力委員会への京都大学複合原子力科学研究所 原子炉設置変更承

認申請書（臨界実験装置の変更）に関する意見の聴取について 

 

別紙３ 文部科学大臣への京都大学複合原子力科学研究所 原子炉設置変更承

認申請書（臨界実験装置の変更）に関する意見の聴取について 

 

参考１ 参照条文 

 

参考２ 原子力規制委員会行政文書管理要領（制定 平成 24 年 9 月 19 日 原規

総発第 120919005 号 原子力規制委員会決定）（抄） 

 

参考３ 令和 3年 1月 18 日 第 391 回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る

審査会合 資料 1-1「KUCA の設置変更承認申請書添付書類 10 の評価に

おける想定の誤り －発生原因と再発防止の取り組みについて－」 

 

参考４ 原子炉設置変更承認申請の内容 

 

参考５ 平成 28 年 2 月 17 日 第 56 回原子力規制委員会 資料３「試験研究用

等原子炉施設における新規制基準への適合性審査に係る今後の進め方

について（別紙２）試験研究用等原子炉施設等の新規制基準適合性審査

に係る意見募集について」 

 

 

- 4 -



 

京都大学複合原子力科学研究所原子炉設置変更承認申請書（臨界

実験装置の変更）の核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律に規定する許可の基準への適合について（案） 

 

番      号 

年   月   日 

原子力規制委員会 

 

令和２年１２月２４日付け２０京大施環化第１０１号（令和３年２月８日付

け２０京大施環化第１２５号をもって一部補正）をもって、国立大学法人京都

大学 学長 湊 長博から、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関す

る法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「法」という。）第２６条第１項及

び第７６条の規定に基づき提出された京都大学複合原子力科学研究所原子炉設

置変更承認申請書（臨界実験装置の変更）に対する法第２６条第４項において

準用する法第２４条第１項各号に規定する許可の基準への適合については以下

のとおりである。 

 

１．法第２４条第１項第１号 

本件申請については、 

・試験研究用等原子炉の使用目的（原子炉の核特性等に関する基礎研究､研

究開発及び教育訓練）を変更するものではないこと 

・使用済燃料については、国内の他の事業者又は我が国と原子力の平和利

用に関する協力のための協定を締結している国に引き渡すまで、当該原

子炉施設の燃料室に保管するという方針に変更はないこと 

から、試験研究用等原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれがないもの

と認められる。 

 

２．法第２４条第１項第２号（経理的基礎に係る部分に限る。） 

申請者は、本件申請に係る変更の工事に要する資金及び調達計画は必要と

しないとしている。 

申請者の本変更については、工事を伴わず、追加の資金は発生しないと判

断した。このことから、申請者には本件申請に係る試験研究用等原子炉施設

を設置変更するために必要な経理的基礎があると認められる。 

 

  

別紙１ 
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３．法第２４条第１項第２号（技術的能力に係る部分に限る。） 

添付のとおり、申請者には、試験研究用等原子炉施設を設置変更するため

に必要な技術的能力があり、かつ、試験研究用等原子炉の運転を適確に遂行

するに足りる技術的能力があると認められる。 

 

４．法第２４条第１項第３号 

添付のとおり、本件申請に係る試験研究用等原子炉施設の位置、構造及び

設備が核燃料物質若しくは核燃料物質によつて汚染された物又は試験研究用

等原子炉による災害の防止上支障がないものとして原子力規制委員会規則で

定める基準に適合するものであると認められる。 

 

５．法第２４条第１項第４号 

本件申請については、試験研究用等原子炉施設の保安のための業務に係る

品質管理に必要な体制の整備に関する事項に変更がないことから、法第２３

条第２項第９号の体制が原子力規制委員会規則で定める基準に適合するもの

であると認められる。 
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京都大学複合原子力科学研究所原子炉設置変更承認申請書

（ 臨 界 実 験 装 置 の 変 更 ） に 関 す る 審 査 書 

 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 

第 24 条第 1 項第 2 号（技術的能力に係るもの）、及び第 3 号関連 

 

 

（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 年 月 日 

原子力規制委員会 

 

添付 
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Ⅰ はじめに  

１．本審査書の位置付け 

本審査書は、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（昭和

32 年法律第 166 号。以下「原子炉等規制法」という。）第 26 条第 1 項及び第 76

条に基づいて、国立大学法人京都大学（以下「申請者」という。）が原子力規制

委員会（以下「規制委員会」という。）に提出した「京都大学複合原子力科学研

究所原子炉設置変更承認申請書（臨界実験装置の変更）」（令和 2年 12 月 24 日付

け申請、令和 3 年 2 月 8 日付け一部補正。以下「本申請」という。）の内容が、

以下の規定に適合しているかどうかを審査した結果を取りまとめたものである。 

（１）原子炉等規制法第 26 条第 4項で準用する第 24 条第 1項第 2号の規定（試

験研究用等原子炉を設置するために必要な技術的能力及び経理的基礎があ

り、かつ、試験研究用等原子炉の運転を適確に遂行するに足りる技術的能力

があること。）のうち、技術的能力に係る規定。 

（２）同項第 3 号の規定（試験研究用等原子炉施設の位置、構造及び設備が核燃

料物質もしくは核燃料物質によつて汚染された物による災害の防止上支障

がないものとして原子力規制委員会規則で定める基準に適合するものであ

ること。）。 

 

なお、原子炉等規制法第 24 条第 1 項第 1 号の規定（試験研究用等原子炉が平

和の目的以外に利用されるおそれがないこと。）及び第 2 号の規定のうち経理的

基礎に係るものに関する審査結果は、別途取りまとめる。 

 

２．判断基準及び審査方針 

本審査書では、以下の基準等に適合しているかどうかを確認した。 

（１）原子炉等規制法第 24 条第 1 項第 2 号の規定のうち、技術的能力に係るも

のに関する審査においては、原子力事業者の技術的能力に関する審査指針

（平成 16年 5月 27 日原子力安全委員会決定。以下「技術的能力審査指針」

という。） 

（２）同項第 3号の規定に関する審査においては、試験研究の用に供する原子炉

等の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成 25 年 12 月 6日原子力規

制委員会規則第 21 号。以下「許可基準規則」という。）及び試験研究の用に

供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈（原規研発

第 1311271 号（平成 25年 11 月 27 日原子力規制委員会決定）。以下「許可基

準規則解釈」という。） 
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３．本審査書の構成 

「Ⅲ 試験研究用等原子炉施設の設置及び運転のための技術的能力」には、技

術的能力指針への適合性に関する審査内容を示した。 

「Ⅳ 試験研究用等原子炉施設の位置、構造及び設備」には、許可基準規則へ

の適合性に関する審査内容を示した。 

「Ⅴ 審査結果」には、本申請に対する規制委員会としての結論を示した。 

 

なお、本審査書においては、法令の規定等や申請書の内容について、必要に応

じ、文章の要約や言い換え等を行っている。 

 

Ⅱ 変更の内容  

申請者は、以下のとおり変更するとしている。 

（１）炉心の中性子束の測定等のために、燃料体に貼り付ける又は軽水減速炉心

の燃料板の間に挿入する照射物（以下、単に「照射物」という。）は、使用

しないこと。 

（２）ドップラ係数の測定等に利用するパイルオシレータについては、使用する

実験物が装置内で有意に動かないように固定すること。 

（３）軽水減速炉心の中性子束の測定等のために炉心に装荷する検出器を挿入す

る挿入管は、炉心に反応度が加わらない場所に設置すること。 

 

Ⅲ 試験研究用等原子炉施設の設置及び運転のための技術的能力  

原子炉等規制法第 24 条第 1項第 2号（技術的能力に係るものに限る。）の規定

は、試験研究用等原子炉設置者に試験研究用等原子炉を設置するために必要な技

術的能力及び試験研究用等原子炉の運転を適確に遂行するに足りる技術的能力

があることを要求している。 

 

申請者は、本申請に係る試験研究用等原子炉を設置するために必要な技術的能

力及び試験研究用等原子炉の運転を適確に遂行するに足りる技術的能力につい

て、平成 28 年 5 月 11 日付け原規規発第 16051111 号をもって承認した京都大学

複合原子力科学研究所原子炉設置変更承認申請書（平成 26 年 9 月 30 日付け 27

京大施環化第 122 号をもって申請、平成 27 年 12 月 10 日付け 27 京大施環化第

191 号及び平成 28 年 3 月 31 日付け 27 京大施環化第 261 号をもって一部補正。

以下、「既承認申請書」という。）から、技術者数等を本申請時点としている。 

 

規制委員会は、本申請の内容を確認した結果、変更内容が既承認申請書から技

術者数等を本申請時点とするものであり、技術的能力に係る既承認申請書の内容
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に変更がないものであることから、技術的能力審査指針に適合するものと判断し

た。 

 

Ⅳ 試験研究用等原子炉施設の位置、構造及び設備  

１．運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防止（第１３条関係） 

許可基準規則第 13 条第 1 項第 1 号において、運転時の異常な過渡変化時にお

いて、設計基準事故に至ることなく、試験研究用等原子炉施設を通常運転時の状

態に移行することができるものとすることを要求している。 

 

申請者は、「２．実験設備等（第２９条関係）」に記載のとおり、照射物は使用

しないこと、パイルオシレータで使用する実験物が装置内で有意に動かないよう

に固定すること、及び挿入管は炉心に反応度が加わらない場所に設置することと

したことから、反応度が異常に投入されないものとしているため、運転時の異常

な過渡変化に対する解析のうち、実験物の異常等による反応度の付加に係る事象

を削除している。 

 

規制委員会は、「２．実験設備等（第２９条関係）」に記載のとおり、本変更は、

照射物、パイルオシレータ、及び挿入管による反応度が異常に投入されないもの

とすることから、運転時の異常な過渡変化に対する解析のうち、実験物の異常等

による反応度の付加に係る事象を削除したこと、並びに、これ以外の事象につい

ては、既承認申請書の審査において確認した内容から変更するものでないことを

確認したことから、許可基準規則第 13 条第 1 項第 1 号の規定に適合するものと

判断した。 

 

２．実験設備等（第２９条関係） 

許可基準規則第 29 条第 1 項第 2 号において、実験物の移動又は状態の変化が

生じた場合においても、運転中の試験研究用等原子炉に反応度が異常に投入され

ないものとすることを要求している。 

 

申請者は、照射物は使用しないこと、パイルオシレータで使用する実験物が装

置内で有意に動かないように固定すること、及び挿入管は炉心に反応度が加わら

ない場所に設置することとしたことから、照射物、パイルオシレータ、及び挿入

管には、移動又は状態の変化が生じることはなく、反応度が異常に投入されない

ものとしている。 
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規制委員会は、本変更は、照射物、パイルオシレータ、及び挿入管による反応

度の異常な投入がないとするものであることを確認したことから、許可基準規則

第 29 条第 1項第 2号の規定に適合するものと判断した。 

 

Ⅴ 審査結果  

申請者が提出した本申請を審査した結果、当該申請は、原子炉等規制法第 24

条第 1項第 2号（技術的能力に係るものに限る。）及び第 3号に適合しているも

のと認められる。  
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  （案） 

番   号 

年 月 日 

 

 

原子力委員会 宛て 

 

 

 

 

原子力規制委員会        

（公印省略） 

 

 

京都大学複合原子力科学研究所 原子炉設置変更承認申請書（臨界

実験装置の変更）に関する意見の聴取について 

 

 

上記の件について、令和２年１２月２４日付け２０京大施環化第１０１号 

（令和３年２月８日付け２０京大施環化第１２５号をもって一部補正）をもっ

て、国立大学法人京都大学 学長 湊 長博から、核原料物質、核燃料物質及

び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第２６条第１項及

び第７６条の規定に基づき、別添のとおり申請があり、審査の結果、同法第２

６条第４項において準用する同法第２４条第１項各号のいずれにも適合してい

ると認められるので、同法第２６条第４項において準用する同法第２４条第２

項の規定に基づき、別紙のとおり同条第１項第１号に規定する基準の適用につ

いて、貴委員会の意見を求める。  

別紙２ 
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（別紙） 

 

京都大学複合原子力科学研究所 原子炉設置変更承認申請書（臨界

実験装置の変更）の核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律に規定する許可の基準への適合について 

 

令和２年１２月２４日付け２０京大施環化第１０１号（令和３年２月８日付

け２０京大施環化第１２５号をもって一部補正）をもって、国立大学法人京都

大学 学長 湊 長博から、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関す

る法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「法」という。）第２６条第１項及

び第７６条の規定に基づき提出された京都大学複合原子力科学研究所 原子炉

設置変更承認申請書（臨界実験装置の変更）に対する法第２６条第４項におい

て準用する法第２４条第１項第１号に規定する許可の基準への適合については

以下のとおりである。 

 

本件申請については、 

・試験研究用等原子炉の使用目的（原子炉の核特性等に関する基礎研究､研

究開発及び教育訓練）を変更するものではないこと 

・使用済燃料については、国内の他の事業者又は我が国と原子力の平和利用

に関する協力のための協定を締結している国に引き渡すまで、当該原子炉

施設の燃料室に保管するという方針に変更はないこと 

から、試験研究用等原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれがないものと

認められる。 
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  （案） 

番   号 

年 月 日 

 

 

文部科学大臣 宛て 

 

 

 

 

原子力規制委員会        

（公印省略） 

 

 

京都大学複合原子力科学研究所 原子炉設置変更承認申請書（臨界

実験装置の変更）に関する意見の聴取について 

 

 

上記の件について、令和２年１２月２４日付け２０京大施環化第１０１号 

（令和３年２月８日付け２０京大施環化第１２５号をもって一部補正）をもっ

て、国立大学法人京都大学 学長 湊 長博から、核原料物質、核燃料物質及

び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第２６条第１項及

び第７６条の規定に基づき、別添のとおり申請があり、審査の結果、別紙のと

おり同法第２６条第４項において準用する同法第２４条第１項各号のいずれに

も適合していると認められるので、同法第７１条第１項第３号の規定に基づき

、貴職の意見を求める。 

  

別紙３ 
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（別紙） 

 

京都大学複合原子力科学研究所 原子炉設置変更承認申請書（臨界

実験装置の変更）の核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律に規定する許可の基準への適合について 

 

令和２年１２月２４日付け２０京大施環化第１０１号（令和３年２月８日付

け２０京大施環化第１２５号をもって一部補正）をもって、国立大学法人京都

大学 学長 湊 長博から、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関す

る法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「法」という。）第２６条第１項及

び第７６条の規定に基づき提出された京都大学複合原子力科学研究所 原子炉

設置変更承認申請書（臨界実験装置の変更）に対する法第２６条第４項におい

て準用する法第２４条第１項各号に規定する許可の基準への適合については以

下のとおりである。 

 

１．法第２４条第１項第１号 

本件申請については、 

・試験研究用等原子炉の使用目的（原子炉の核特性等に関する基礎研究､研

究開発及び教育訓練）を変更するものではないこと 

・使用済燃料については、国内の他の事業者又は我が国と原子力の平和利

用に関する協力のための協定を締結している国に引き渡すまで、当該原

子炉施設の燃料室に保管するという方針に変更はないこと 

から、試験研究用等原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれがないもの

と認められる。 

 

２．法第２４条第１項第２号（経理的基礎に係る部分に限る。） 

申請者は、本件申請に係る変更の工事に要する資金及び調達計画は必要と

しないとしている。 

申請者の本変更については、工事を伴わず、追加の資金は発生しないと判

断した。このことから、申請者には本件申請に係る試験研究用等原子炉施設

を設置変更するために必要な経理的基礎があると認められる。 

 

３．法第２４条第１項第２号（技術的能力に係る部分に限る。） 

添付のとおり、申請者には、試験研究用等原子炉施設を設置変更するため

に必要な技術的能力があり、かつ、試験研究用等原子炉の運転を適確に遂行

するに足りる技術的能力があると認められる。 
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４．法第２４条第１項第３号 

添付のとおり、本件申請に係る試験研究用等原子炉施設の位置、構造及び

設備が核燃料物質若しくは核燃料物質によつて汚染された物又は試験研究用

等原子炉による災害の防止上支障がないものとして原子力規制委員会規則で

定める基準に適合するものであると認められる。 

 

５．法第２４条第１項第４号 

本件申請については、試験研究用等原子炉施設の保安のための業務に係る

品質管理に必要な体制の整備に関する事項に変更がないことから、法第２３

条第２項第９号の体制が原子力規制委員会規則で定める基準に適合するもの

であると認められる。 
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核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（抄） 
（昭和３２年法律第１６６号） 
 
（設置の許可） 
第二十三条 発電用原子炉以外の原子炉（以下「試験研究用等原子炉」という。）

を設置しようとする者は、政令で定めるところにより、原子力規制委員会の許

可を受けなければならない。 
２ 前項の許可を受けようとする者は、次の事項を記載した申請書を原子力規

制委員会に提出しなければならない。 
一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 
二 使用の目的 
三 試験研究用等原子炉の型式、熱出力及び基数 
四 試験研究用等原子炉を設置する工場又は事業所の名称及び所在地（試験研

究用等原子炉を船舶に設置する場合にあつては、その船舶を建造する造船事

業者の工場又は事業所の名称及び所在地並びに試験研究用等原子炉の設置

の工事を行う際の船舶の所在地） 
五 試験研究用等原子炉及びその附属施設（以下「試験研究用等原子炉施設」

という。）の位置、構造及び設備 
六 試験研究用等原子炉施設の工事計画 
七 試験研究用等原子炉に燃料として使用する核燃料物質の種類及びその年

間予定使用量 
八 使用済燃料の処分の方法 
九 試験研究用等原子炉施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体

制の整備に関する事項 
 
（許可の基準） 
第二十四条 原子力規制委員会は、第二十三条第一項の許可の申請があつた場

合においては、その申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるとき

でなければ、同項の許可をしてはならない。 
一 試験研究用等原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれがないこと。 
二 その者（試験研究用等原子炉を船舶に設置する場合にあつては、その船舶

を建造する造船事業者を含む。）に試験研究用等原子炉を設置するために必

要な技術的能力及び経理的基礎があり、かつ、試験研究用等原子炉の運転を

適確に遂行するに足りる技術的能力があること。 
三 試験研究用等原子炉施設の位置、構造及び設備が核燃料物質（使用済燃料

を含む。第四十三条の三の五第二項第七号を除き、以下同じ。）若しくは核

参考１ 
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燃料物質によつて汚染された物（原子核分裂生成物を含む。以下同じ。）又

は試験研究用等原子炉による災害の防止上支障がないものとして原子力規

制委員会規則で定める基準に適合するものであること。 
四 第二十三条第二項第九号の体制が原子力規制委員会規則で定める基準に

適合するものであること。 
２ 原子力規制委員会は、第二十三条第一項の許可をする場合においては、あら

かじめ、前項第一号に規定する基準の適用について、原子力委員会の意見を聴

かなければならない。 
 
（変更の許可及び届出等） 
第二十六条 試験研究用等原子炉設置者は、第二十三条第二項第二号から第五

号まで、第八号又は第九号に掲げる事項を変更しようとするときは、政令で定

めるところにより、原子力規制委員会の許可を受けなければならない。ただし、

同項第四号に掲げる事項のうち工場又は事業所の名称のみを変更しようとす

るときは、この限りでない。 
２ 試験研究用等原子炉設置者は、第三十二条第一項に規定する場合を除き、第

二十三条第二項第一号、第六号又は第七号に掲げる事項を変更したときは、変

更の日から三十日以内に、その旨を原子力規制委員会に届け出なければなら

ない。同項第四号に掲げる事項のうち工場又は事業所の名称のみを変更した

ときも、同様とする。 
３（略） 
４ 第二十四条の規定は、第一項の許可に準用する。 
 
（許可等についての意見等） 
第七十一条 原子力規制委員会は、第二十三条第一項、第二十三条の二第一項、

第二十六条第一項、第二十六条の二第一項、第三十九条第一項若しくは第二項、

第四十三条の三の五第一項、第四十三条の三の八第一項若しくは第四十三条

の三の二十五第一項の規定による許可をし、又は第三十一条第一項若しくは

第四十三条の三の十八第一項の規定による認可をする場合（以下この項にお

いて「許可等をする場合」という。）においては、次の各号に掲げる場合の区

分に応じ、あらかじめ、当該各号に定める大臣の意見を聴かなければならない。 
一 発電用原子炉に係る許可等をする場合 経済産業大臣（試験研究の用に供

する原子炉に係る場合にあつては文部科学大臣及び経済産業大臣） 
二 船舶に設置する原子炉に係る許可等をする場合 国土交通大臣（試験研究

の用に供する原子炉に係る場合にあつては文部科学大臣及び国土交通大臣） 
三 試験研究の用に供する原子炉に係る許可等をする場合（前二号に該当する
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ものを除く。） 文部科学大臣 
２～６（略） 
 
（国に対する適用） 
第七十六条 この法律の規定は、前条及び次章の規定を除き、国に適用があるも

のとする。この場合において、「指定」、「許可」又は「認可」とあるのは、「承認」

とする。 
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原子力規制委員会行政文書管理要領（制定 平成 24 年 9 月 19 日 原規総発第

120919005 号 原子力規制委員会決定）（抄） 

（最終改正：令和 2年 12 月 24 日原規総発第 2012243 号原子力規制委員会決定） 

 

 

（公印及び契印の省略） 

第三十二条 前条第1項の規定にかかわらず、次に掲げる施行文書について

は、発信者名の下に「（公印省略）」の文字を付記することにより、公印及び

契印の押印を省略することができる。 

(1)環境省、委員会内部部局、施設等機関及び地方環境事務所又は他の行政機

関に発出する施行文書 

(2)前号に掲げるもののほか、一般に公表する文書、情報提供を行うための文

書、定例的な通知書、依頼文書、回答文書その他の偽造されるおそれが少ない

文書（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和32年法律

第166号）、放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和32年法律第167号）、

電気事業法（昭和39年法律第170号）、原子力災害対策特別措置法（平成11年

法律第156号）、情報公開法及び行政機関の保有する個人情報の保護に関する

法律（平成15年法律第58号）並びにこれらの関係法令に基づくものを除く。） 

 

 

別表第 3（原子力規制法令） 

(1)核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第

166 号）関係 

事 

項 

番 

号 

主管課等 専決事項 専決者 合議者 委員会へ

の報告の

要否 

22 部門（部安全

規制管理官に

係るものに限

る。） 

原子炉等規制法第 26 条第 1

項の規定による変更の許可

（重要な変更に係るものを

除く。）に関すること。 

長官  要 

 

 

 

参考２ 
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下
部
反
射
体

上
部
反
射
体

燃
料
領
域

モータ

ボールネジ
アーム

真空断熱容器

スペーサ

ヒータ 測定サンプル

ダミーサンプル

炉心格子板

挿入管

挿入管

挿入管
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図１ 軽水減速炉心（2分割炉心）

図２ パイルオシレータの概念図
（炉心を横から見た断面図）

原子炉設置変更承認申請の内容

③検出器を挿入する挿入管は、
炉心に反応度が加わらない場
所に設置する

①燃料板の間に挿入する
照射物は使用しない

②パイルオシレータについては、
使用する実験物（測定サンプル）
が装置内で有意に動かないように
固定する

挿入管
固定用治具

出展：令和3年2月3日、京都大学複合原子力科学
研究所とのヒアリング資料から一部改正
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出展：試験研究用等原子炉施設における新規制基準への 

適合性に係る今後の進め方について 

平成 28 年 2 月 17 日 第 56 回原子力規制委員会 資料３一部抜粋 

参考５ 
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